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運営審議会 説明資料

平成３１年４月１７日



（１）現状

・料金収入不足分を一般会計からの繰入金

で補てん

（２）課題

・経営状況に見合った料金設定ができてい

ない

⇒ 慢性的な料金収入不足



（１）慢性的な料金収入不足対策

・簡易水道料金改定の検討

・水道水をつくるための経費を料金収入で
賄えるような料金設定が必要



登別市簡易水道事業経営戦略では、２０１９年度以降、純損失
が生じている。



ここ数年は１，３００万円台で推移するが、
２０２９年度には、２，３７１万８千円となる見込み



支出の削減などの経営努力のみでは、事業運営ができない！

一定のルールの基づき、定期的に簡易水道料金の改定作業を
行う。

このため、



（１） 簡易水道料金の改定周期について

・２０１７年度から経営戦略策定作業に着手

・２０１８年度から２０１９年度にかけて、周知期間

・料金算定期間は、４年間
（今改定期は２０１９年度から２０２２年度まで）



（２） 簡易水道料金の算定方法について

総括原価方式 資金収支方式

誠実かつ能率的な経営の下における適正
な営業費用に、簡易水道事業の健全な運
営を確保するために必要とされる資本費用
（支払利息及び資産維持費）を加えて算定
する方式

料金算定期間における収支均衡をベースと
する方式

次の２つの算定方法がある。
両者の大きな違いは、「資産維持費」を
含めるかどうかである。

登別市では、

本改定作業において、「総括原価方式」を基本に事務を進め
る。



ア 総括原価の算定

営業費用 資本費用 総括原価

一
致

料金収入

・人件費

・修繕費

・減価償却費等

・支払利息

・資産維持費

投資・財政計画で見込んだ数値

所要額の検証が必要



次の場合における料金改定率を算定すると

（１）総括原価方式

① 営業費用と資本費用（資産維持費込）の場合

⇒平均改定率 ４４９．８７％

② 営業費用と資本費用（資産維持費除く）の場合

⇒平均改定率 ３３７．２８％



（２）資金収支方式

③ 純損失を０円（損益分岐点）とする場合

⇒平均改定率 １００．５３％

④ 基準外繰入金を０円とする場合

⇒平均改定率 ６２．９４％

いずれの場合も、大幅な改定率となり、
利用者への 影響が非常に大きい！！

登別市の特殊事情を考慮し、さらに細かな検証が必要



基本料金 640(円)

１ｍ３～５ｍ３ 60(円)

６ｍ３～10ｍ３ 115(円)

11ｍ３～20ｍ３ 135(円)

21ｍ３～ 160(円)

基本料金 640(円)

１ｍ３～５ｍ３ 60(円)

６ｍ３～10ｍ３ 115(円)

11ｍ３～20ｍ３ 135(円)

21ｍ３～ 35(円)

基本料金 640(円)

計量料金 1ｍ3につき 35(円)

基本料金 1,280(円)

１ｍ３～10ｍ３ 110(円)

11ｍ３～30ｍ３ 140(円)

31ｍ３～50ｍ３ 160(円)

51ｍ３～100ｍ３ 200(円)

101ｍ３～ 230(円)

現行料金

２００２年４月改定

計量料金

（1ｍ3につ
き）

用途別

家
事
用

併
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

営
農
用

事
業
用

計量料金

（1ｍ3につ
き）

・２００２年４月改定以降、
１７年間料金改定なし

・営農用および併用の２１ｍ３以上
の料金は、非常に低廉に設定

・水道料金と簡易水道料金との間で
料金格差が生じている

【簡易水道料金の特徴】

上記内容を考慮し、
料金改定の基本方針を定める

（税抜）



登別市の簡易水道事業におけ
る特殊事情を考慮するにあた
り、北海道内の自治体のうち、
農業用の料金を定めている自
治体の状況を左に示す。

給水原価に占める営農用料金の
割合を比較すると、

全道平均：３４．６９％

登別市 ：１８．４９％

【営農用料金について】

簡易水道料金の道内類似自治体比較 （税込）



【営農用料金について】

・営農用及び併用の２１ｍ３以上の料金につい
ては、引き続き財政的配慮を継続し、引き上げ
た後の料金水準を道内類似団体と同程度にする。

２０４．４８（円）×３４．６９（％）≒７０．９３（円）（税込）⇒６５円（税抜）



【家事用、事業用及び併用の２０ｍ３以下の料金について】

・水道料金と簡易水道料金との格差がある

・同じ水質基準の水道水を利用している市民

の負担額が均一ではない

今改定期においては、平成３１年４月１日改定
の水道料金と同程度にする。



様々なケースを想定して料金のあり方を検討
してきた結果、

① 施設整備のための資金をためること

② 経営上の不足分を補うこと

③ 純損失の解消

④ 基準外繰入金の解消

断念

⑤ 営農用料金を道内平均水準とすること

【今改定期の方針】

⑥ 水道料金との格差を解消すること



【料金改定の基本方針】

１ 家事用、事業用及び併用の

２０ｍ３以下の料金は、平成

３１年４月１日改定の水道料

金と同程度まで引き上げる。

２ 営農用及び併用の２１ｍ３以

上の料金は、道内類似団体の

平均水準である６５円まで引

き上げる。

（１月あたり 税抜）

この場合も大きな改定率となるた
め、段階的な引き上げを検討



しかし、この方針においても平均改定率は
５８．６１％となり、かつてない大幅な改定率
であることから、利用者の急激な負担増はさけ
られないことになる。

市としては、負担増をできるだけ緩やかなものと
することが必要であると考えた結果、

① ２回での引き上げを行う場合

② ３回での引き上げを行う場合 を検討



【料金表（２回改定）】



【料金表（３回改定）】



２回改定
２０１９年度 ２９．５２％

２０２３年度 ２１．２２％

３回改定

２０１９年度 １９．２２％

２０２１年度 １５．８７％

２０２３年度 １３．５６％

ともに大きな改定率

平成３１年４月１
日改定の水道料金
改定率と同程度

市としては

簡易水道利用者の料金負担の急激な変化を緩和するため、２０１９年度、
２０２１年度、２０２３年度の３回の改定により、２０１９年４月１日
改定の水道料金水準まで引き上げることとし、営農用の料金については、
道内類似自治体と同水準の料金体系としたい。



今改定期の料金改定では、純損失は解消できず、資金も蓄えることがで
きないが、基準外繰入金は減少傾向となり、一定の目的は達成できる。



・純損失は解消されない

今改定期では、現金収支均衡を基準に一般会計からの繰り入れを行うため、

・将来の投資に対する資金を蓄えることができない

このことから、今改定期の改定内容は、

・施設整備に関する費用の一部を一般会計で負担しつつ、利用者にも一定程
度の負担を求めるもの

・将来的には、再度料金改定の検討が必要である。

・繰入金総額及び基準外繰入金はともに縮減傾向（2019年度～2029年度まで）



改定時期 2020年2月1日

平均改定率

19.22％

【改定後の料金表】

2019年度

15.87％2021年度

13.56％2023年度



【審議会日程】

第１回審議会 平成３１年４月１７日

（委員の委嘱及び諮問）

第２回審議会 平成３１年５月

（諮問案件の審議）

第３回審議会 平成３１年６月

（答申案の審議及び答申）

【利用者への情報提供】
・各審議会終了後に、ホーム
ページにて情報提供
・料金改定に関する各種情報に
ついては、適宜、各戸配布
・利用者説明会を５月中旬に開
催予定

【議会への情報提供】
各審議会終了後に、観光・経済
委員会にて情報提供

平成３１年第３回定例会（９月議会）へ条例改正（案）提出予定

２０２０年２月１日料金改定（予定）


